
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、19年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（20年４月１日現在）

　　①一般行政職

　　②技能労務職

歳 人 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、20年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

（2) 職員の初任給の状況（20年４月１日現在）
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（20年４月１日現在）

（注）１　南木曽町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　 （注）平成18年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　
 　　統合）　　　　　
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（19年度）

千円 千円

（19年度支給割合） （19年度支給割合） （19年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置有 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

６級15％、5・4級10％、３級5％ 役職加算5～20％　管理職加算15～25％

（2) 退職手当（20年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　勧奨８号俸　）

１人当たり平均支給額 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、19年度に退職した一般職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

南木曽町該当なし

 (4) 特殊勤務手当（19年４月１日現在）

 (5) 時間外勤務手当 (一般会計）

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（19年４月１日現在） (一般会計）

支給職員１人当たり

平均支給年額

（19年度決算）

275 円

2,397

5,523

4,755

国の制度

同

同

異

支給実績

（19年度決算）

10,982

通勤手当(６８人）

管理職手当(１３人）

住居手当（１６人）

扶養親族のある職員に支
給

住宅を借り受け、一定額を
超える家賃を支払ってい
る職員及び自宅に居住す
る職員に支給

通勤のために交通機関等
を利用してその運賃等を
負担することを常例とする
職員に支給

課長３５，０００円
補佐２５，０００円

手　当　名 内容及び支給単価

扶養手当(４０人）

との異同

千円

千円

千円

国の制度と

異なる内容

159

主な支給対象業務

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ５ ９ 人 ）

伝染病患者若しくは伝
染病の疑いのある患者
の救護など

手当の名称

円

円

円

150

81

366

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18 年 度 決 算 ）

千円

伝染病防疫手当 伝染病防疫に従事する職員

行路死病人の取扱作業に直接従
事した職員

8,939支 給 実 績 （ 18 年 度 決 算 ６ ０ 人 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 19 年 度 決 算 ）

9,391

行路死病人の取扱作業

149

行路死病人取扱手当

15,539

33.500

47.500

59.28059.280

41.340

59.280

主な支給対象職員

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（19年度）

手当の種類（手当数）

南木曽町 長野県

支給実績（19年度決算）

南木曽町

行路死亡人　１回　5,000円
行路病傷人　１回　3,000円

－

国

47.500

４時間以上の場合700円
４時間未満の場合350円

59.280

左記職員に対する支給単価

2種類

千円

　％

支給実績なし　　　　

0

0

　円

59.280

3.00

１人当たり平均支給額（19年度）

41.340

59.280

33.500

23.500 30.550 23.500

国

30.550

1.453.00 1.45 3.00 1.45
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５　特別職の報酬等の状況（20年４月１日現在）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

在職月方式 任期終了時

在職月方式 任期終了時

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数 　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数 　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。
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（2)年齢別職員構成の状況（20年４月１日現在）

　

(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

定員管理の数値目標（数・率）

人

94 83 11

人人

数値目標

１ １ 人 11.7 ％ 減 少平 成 17 年 4 月 1 日 平 成 22 年 3 月 31 日
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～ ～ ～
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～ ～
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～ ～
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